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１【提出理由】

　当社において特定子会社の異動がありましたので、金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関す

る内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づき、本臨時報告書を提出するものであります。

 

２【報告内容】

　(1)当該異動に係る特定子会社の名称、住所、代表者の氏名、資本金の額および事業の内容

　　　a.名称
太平洋汽車部件科技（常熟）有限公司
(英語名：PACIFIC AUTO PARTS TECHNOLOGY (CHANGSHU) CO.,LTD.)

　　　b.住所 中華人民共和国江蘇省常熟経済技術開発区沿江工業区

　　　c.代表者の氏名 松本　順三（当社顧問　中国総代表）

　　　d.資本金の額
100百万人民元（登録資本金）
（平成26年７月15日の出資は50百万人民元であり、残りは営業許可書
　の受領から２年以内の出資となります。）
 

　　　e.事業の内容 TPMS製品および自動車用部品の製造・販売
 

 
　(2)当該異動の前後における当社の所有に係る当該特定子会社の議決権の数および当該特定子会社の総株主等の

　　 議決権に対する割合

　　　a.当社の所有に係る当該特定子会社の議決権の数（出資金額）

　　　　異動前　―

　　　　異動後　50百万人民元

　　　b.当該特定子会社の総株主等の議決権（出資総額）に対する割合

　　　　異動前　―

　　　　異動後　100％
 

 
　(3)当該異動の理由およびその年月日

　　　a.異動の理由

　当社グループが日本および北米で製造しておりますTPMS製品（直接式タイヤ空気圧監視システム）は、現

在、米国・欧州等を中心とした市場となっておりますが、今後アジア地域への拡大と成長が見込まれており

ます。当社はこの度、中国市場の需要動向に的確に対応するとともに、アジア市場に向けた積極的な事業展

開を図るため、中国に子会社を設立いたしました。

　当該新規設立会社の資本金の額が当社の資本金の額の100分の10以上に相当し、当社の特定子会社に該当

することとなりました。

　　　b.異動の年月日

　　　　平成26年7月15日
 

 

                                         　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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